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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期

第１四半期連結
累計期間

第15期
第１四半期連結
累計期間

第14期

会計期間

自 平成24年
３月１日

至 平成24年
５月31日

自 平成25年
３月１日

至 平成25年
５月31日

自 平成24年
３月１日

至 平成25年
２月28日

売上高（千円） 3,349,5493,421,92413,538,512

経常利益（千円） 121,210 158,033 310,251

四半期（当期）純利益（千円） 44,919 81,603 512,150

四半期包括利益又は包括利益（千円） 44,725 51,624 479,853

純資産額（千円） 423,931 942,192 882,390

総資産額（千円） 4,721,5284,661,1484,565,500

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
1,718.353,066.7719,333.00

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 8.6 20.0 19.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には消費税等は含まれておりません。

３. 第14期及び第15期の第１四半期連結累計期間及び第14期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。
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２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、現政権の経済政策や金融緩和への期待感から、株価の回復や円

安基調等、景気回復の兆しが見えつつも、欧州の財政不安や新興国における景気減速に対する懸念等により、景気の先

行きは依然として不透明な状況が続きました。

外食産業におきましては、消費マインドに一部回復の動きは見られるものの、一般消費者の低価格志向・節約志向

は引き続き根強いうえ、競争の激化、「食」の安全・安心に対する社会的関心の高まりに伴い品質管理体制のより一

層の強化が要求されるなど、業界内の環境は引き続き厳しい状況にあります。

このような状況の下、当社グループは、既存店舗の販売強化、FC加盟店数の拡大、全社的なコストの見直し等を積極

的に推進してまいりました。当連結会計年度におきましては、カジュアルレストラン事業が好調を維持し業績に貢献

し、高級レストラン業態も堅調に推移しましたが、店舗閉店に伴うコストの計上等により、売上高は3,421百万円（前

年同期比2.2％増加）、営業利益は124百万円（同15.9％減少）、経常利益は158百万円（同30.4％増加）、四半期純利

益は81百万円（同81.7％増加）となりました。

当第１四半期連結累計期間におけるセグメントの状況は次のとおりとなっております。

①XEXグループ

「XEX」をはじめとする高級レストラン事業でありますXEXグループにつきましては、サービスの強化や販路の拡

大、コスト削減等により既存店舗の業績は堅調に推移いたしましたが、平成25年４月に直営店「The Kitchen

Salvatore Cuomo ROPPONGI」を閉店し、それに伴うコストを計上いたしました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の同グループの売上高は1,329百万円（前年同期比2.0％減少）、営業利益は

72百万円（同48.6％減少）となりました。なお、店舗数は直営店12店舗、FC店２店舗となりました。

②カジュアルレストラングループ

カジュアルレストラングループにつきましては、FC店の展開と既存店舗の販売強化を行い、FC店として、平成25年４

月に「SALVATORE CUOMO & BAR TENJIN」を出店いたしました。平成25年５月には、従来FC店であった「SALVATORE

CUOMO & BAR NISHIARAI」及び「SALVATORE CUOMO & BAR KASHIWA」を譲り受け、直営店といたしました。また、直営店

「PIZZA SALVATORE CUOMO SHONANDAI」を平成25年５月に閉店いたしました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の同グループの売上高は2,091百万円（前年同期比5.1％増加）、営業利益は

296百万円（同139.6％増加）となりました。また、店舗数は直営店33店舗、FC店30店舗となりました。

③その他

その他は、不動産賃貸事業等により構成されております。当第１四半期連結累計期間の同グループの売上高は１百

万円（前年同期比42.3％減少）、営業損失は１百万円（前年同期は営業損失１百万円）となりました。

   

（２）財政状態

①資産の状態

当第１四半期連結会計期間末における流動資産合計は、前連結会計年度末比124百万円の増加で1,815百万円となり

ました。これは主として、現金及び預金の増加56百万円、売掛金の増加62百万円によるものであります。固定資産合計

は、前連結会計年度末比28百万円の減少で2,846百万円となりました。これは主として、のれんの減少10百万円、敷金及

び保証金の増加15百万円、繰延税金資産の減少21百万円、貸倒引当金の増加９百万円によるものであります。この結

果、資産合計は前連結会計年度末比95百万円の増加で4,661百万円となりました。

②負債の状態

当第１四半期連結会計期間末における流動負債合計は、前連結会計年度末比154百万円の増加で2,358百万円となり

ました。これは主として、買掛金の増加100百万円、未払金の増加56百万円によるものであります。固定負債合計は、前

連結会計年度末比118百万円の減少で1,360百万円となりました。これは主として、長期借入金の減少136百万円による

ものであります。この結果、負債合計は前連結会計年度末比35百万円の増加で3,718百万円となりました。

③純資産の状態

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末比59百万円の増加で942百万円となりまし

た。これは主として、四半期純利益の計上81百万円によるものであります。

この結果、自己資本比率は20.0％（前連結会計年度末は19.3％）となりました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,560

計 70,560

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年７月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 26,609 26,609
 東京証券取引所

 マザーズ市場

当社は単元株制度は

採用しておりませ

ん。 

計 26,609 26,609 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第１四半期会計期間において発行した新株予約権は次のとおりであります。

 

（第７回新株予約権）  

決議年月日 平成25年４月17日

新株予約権の数（個） 1,827

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,827　（注）１　

新株予約権の行使時の払込金額（円） 157,600　（注）２

新株予約権の行使期間
自  平成25年５月２日

　　至  平成30年５月１日　 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格      157,600

資本組入額     78,800

新株予約権の行使の条件　 （注）３　

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による取得の制限については、当社取締役会の決議

による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４　　　

（注）１．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式１株とする。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により

調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権

の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株の100分の１未満の端数については、これを

切り捨てるものとする。

　　　　　　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割、普通株式の無償割当てまたは資本金の額の減少を行

う場合その他付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整

による１円未満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

また、時価とは、当該新株の発行または自己株式の処分の払込期日の属する月の前月の各日（取引が成立し

ない日を除く。）の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引終値の平均値（１円未満の端数は切り上

げる。）または割当日における当社普通株式の普通取引終値のいずれか高い金額とする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他行使

価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものと

する。

３．本新株予約権の行使の条件は次のとおりである。

（1）新株予約権者は、平成26年２月期及び平成27年２月期の監査済みの当社連結損益計算書（連結財務諸表を

作成していない場合は、損益計算書）において、営業利益がいずれも403百万円を超過している場合にのみ、

本新株予約権を行使することができる。なお、国際財務報告基準の適用等により参照すべき営業利益の概念

に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定めるものとする。

（2）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社（会社計算規則第２条第３項

第22号に定める関係会社を意味する。以下同じ。）の取締役、監査役、使用人または顧問であることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限り

ではない。

（3）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（4）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（5）各本新株予約権の一部行使はできない。

（6）本新株予約権の行使によって付与される株式数は整数でなければならず、１株未満の端数は切り捨てるも

のとする。

（7）新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、行使期間中といえども、直ちに新株予約権を行使する権利を

喪失するものとする。 

① 禁錮以上の刑に処せられた場合

② 当社の就業規則その他の社内諸規則等に違反し、または社会や当社に対する背信行為があった場合におい

て、これにより懲戒解雇または辞職・辞任した場合

③ 当社の業務命令による場合または当社の書面による承諾を事前に得ず、当社以外の会社その他の団体の役

員、執行役、顧問、従業員等になった場合

④ 当社または当社の関係会社に対して損害またはそのおそれをもたらした場合、その他本新株予約権を付与

した趣旨に照らし権利行使を認めることが相当でないと取締役会が認めた場合

⑤ 当社の承諾を得て、当社所定の書面により新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申し出た場合

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上

を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対

象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に

沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、

株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（1）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（2）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
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（3）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記（注）１に準じて決定する。

（4）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上

記（注）２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（注）４（3）に従って決定

される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（5）新株予約権を行使することができる期間

平成25年５月２日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から平成30年５月１日までとする。

（6）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（7）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（8）その他新株予約権の行使の条件

上記（注）３に準じて決定する。

（9）新株予約権の取得事由及び条件

① 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、ま

たは当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承

認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来を

もって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

② 新株予約権者が権利行使をする前に、上記（注）３に定める規定により本新株予約権の行使ができなくなっ

た場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年３月１日～

平成25年５月31日 
－ 26,609 － 830,375 － 858,295

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

①【発行済株式】

　 (平成25年５月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容
無議決権株式 ― ― ―
議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―
議決権制限株式（その他） ― ― ―
完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―
完全議決権株式（その他）  普通株式　26,609 26,609 ―
単元未満株式 ― ― ―
発行済株式総数 26,609 ― ―
総株主の議決権 ― 26,609 ―

　

②【自己株式等】

　 (平成25年５月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―
計 ― ― ― ― ―

　

　

　

２【役員の状況】

該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年３月１日から平成

25年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年３月１日から平成25年５月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 603,206 660,155

売掛金 497,798 559,964

原材料及び貯蔵品 266,459 256,068

繰延税金資産 143,222 129,648

その他 194,624 213,928

貸倒引当金 △14,197 △4,642

流動資産合計 1,691,113 1,815,124

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,614,265 1,610,102

その他（純額） 183,582 187,176

有形固定資産合計 1,797,848 1,797,278

無形固定資産

のれん 310,498 299,792

その他 60,260 57,935

無形固定資産合計 370,759 357,727

投資その他の資産

敷金及び保証金 505,909 521,105

繰延税金資産 176,495 154,647

その他 36,759 38,555

貸倒引当金 △13,385 △23,290

投資その他の資産合計 705,778 691,017

固定資産合計 2,874,386 2,846,023

資産合計 4,565,500 4,661,148

負債の部

流動負債

買掛金 571,583 672,487

短期借入金 647,200 672,200

未払金 579,782 636,653

未払法人税等 24,022 19,188

ポイント引当金 17,195 17,229

株主優待引当金 38,226 26,154

店舗閉鎖損失引当金 26,106 21,000

その他 299,710 293,531

流動負債合計 2,203,828 2,358,445

固定負債

長期借入金 942,400 805,600

繰延税金負債 5,027 4,859

資産除去債務 365,877 367,049
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年５月31日)

その他 165,977 183,000

固定負債合計 1,479,281 1,360,509

負債合計 3,683,110 3,718,955

純資産の部

株主資本

資本金 830,375 830,375

資本剰余金 898,683 898,683

利益剰余金 △762,210 △680,607

株主資本合計 966,847 1,048,451

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △12 0

為替換算調整勘定 △84,444 △114,436

その他の包括利益累計額合計 △84,457 △114,436

新株予約権 － 8,177

純資産合計 882,390 942,192

負債純資産合計 4,565,500 4,661,148
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年３月１日
　至　平成24年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年３月１日
　至　平成25年５月31日)

売上高 3,349,549 3,421,924

売上原価 2,752,355 2,809,146

売上総利益 597,194 612,777

販売費及び一般管理費 449,636 488,713

営業利益 147,557 124,063

営業外収益

受取利息 112 112

協賛金収入 10,262 4,265

為替差益 11,268 33,878

その他 2,857 7,160

営業外収益合計 24,500 45,416

営業外費用

支払利息 8,423 11,003

支払手数料 33,301 －

その他 9,123 442

営業外費用合計 50,848 11,446

経常利益 121,210 158,033

特別損失

固定資産除却損 － 1,429

減損損失 － 2,985

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 16,609

店舗閉鎖損失 21,172 2,569

特別損失合計 21,172 23,594

税金等調整前四半期純利益 100,037 134,439

法人税、住民税及び事業税 42,478 17,588

法人税等調整額 379 35,247

法人税等合計 42,857 52,835

少数株主損益調整前四半期純利益 57,179 81,603

少数株主利益 12,260 －

四半期純利益 44,919 81,603
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成24年３月１日
　至　平成24年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成25年３月１日
　至　平成25年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 57,179 81,603

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △36 13

為替換算調整勘定 △12,417 △29,992

その他の包括利益合計 △12,454 △29,979

四半期包括利益 44,725 51,624

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 32,465 51,624

少数株主に係る四半期包括利益 12,260 －
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【追加情報】

（ストックオプション（新株予約権）の発行）

当社は、平成25年５月30日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当社

の取締役及び使用人に対し新株予約権を発行することを決議し、平成25年６月14日に、当該取締役会決議時に未定と

なっていた事項を含め、下記のとおり内容を確定し発行しております。

（第８回新株予約権）

新株予約権の総数 818個

新株予約権の目的である

株式の種類及び数
普通株式　818株

払込金額 本新株予約権と引換えに金銭を払い込むことを要しない。

行使価額 156,535円

資本組入額
会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額と

する。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

割当日 平成25年６月14日

行使期間 平成27年６月14日から平成35年５月29日までとする。

行使条件

ⅰ) 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社（会

社計算規則第２条第３項第22号に定める関係会社を意味する。以下同じ。）の取締

役、監査役、使用人または顧問であることを要する。ただし、任期満了による退任、定

年退職、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

ⅱ) 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

ⅲ) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式

数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

ⅳ) 各本新株予約権の一部行使はできない。

ⅴ) 本新株予約権の行使によって付与される株式数は整数でなければならず、１株未満

の端数は切り捨てるものとする。

ⅵ) 新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、行使期間中といえども、直ちに新株

予約権を行使する権利を喪失するものとする。 

① 禁錮以上の刑に処せられた場合

② 当社の就業規則その他の社内諸規則等に違反し、または社会や当社に対する背信

行為があった場合において、これにより懲戒解雇または辞職・辞任した場合

③ 当社の業務命令による場合または当社の書面による承諾を事前に得ず、当社以外

の会社その他の団体の役員、執行役、顧問、従業員等になった場合

④ 当社または当社の関係会社に対して損害またはそのおそれをもたらした場合、そ

の他本新株予約権を付与した趣旨に照らし権利行使を認めることが相当でない

と取締役会が認めた場合

⑤ 当社の承諾を得て、当社所定の書面により新株予約権の全部または一部を放棄す

る旨を申し出た場合

新株予約権の割当てを受

ける者及び数

当社取締役　　　８名　　　257個

当社使用人　　　32名　　　561個　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。 

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであ

ります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成24年３月１日
至  平成24年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成25年３月１日
至  平成25年５月31日）

減価償却費

のれんの償却額　

59,788千円

－千円

61,573千円

10,706千円

 

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年３月１日　至　平成24年５月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。　

２．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。　

２．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年３月１日　　至　平成24年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）　

　
　

報告セグメント
その他
（注）1

合計
調整額
（注）2

四半期連結損

益計算書計上

額

（注）3

XEX
グループ

カジュアル

レストラン

グループ

計

売上高        
外部顧客への売上高 1,357,0251,989,8043,346,8292,7193,349,549 ― 3,349,549

セグメント間の内部売
上高又は振替高

 21,975 1,968 23,944 － 23,944△23,944 －

計 1,379,0011,991,772 3,370,774 2,719 3,373,493△23,9443,349,549
セグメント利益  　
又は損失(△)

 140,891 123,565264,456△1,797262,659 △115,101147,557

 (注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、コンサルティング事

業、不動産賃貸事業等を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△115,101千円には、セグメント間取引消去額1,659千円、各セグメン

トに配分していない全社費用△116,760千円を含んでおります。全社費用は、主に報告セグメントに帰

属しない一般管理費であります。　

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「カジュアルレストラングループ」に属する当社の連結子会社であります㈱SALVATORE CUOMO JAPANの株式を

追加取得いたしました。なお、当該事象によるのれんの増加額は、319,288千円であります。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年３月１日　　至　平成25年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）　

　
　

報告セグメント
その他
（注）1

合計
調整額
（注）2

四半期連結損

益計算書計上

額

（注）3

XEX
グループ

カジュアル

レストラン

グループ

計

売上高        
外部顧客への売上高 1,329,2282,091,1263,420,3541,5703,421,924 － 3,421,924

セグメント間の内部売
上高又は振替高

 464 8,623 9,087 － 9,087△9,087 －

計 1,329,6922,099,749 3,429,441 1,570 3,431,011△9,0873,421,924
セグメント利益  　
又は損失(△)

 72,379 296,109368,488△1,748366,740 △242,676124,063

 (注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含

んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△242,676千円には、セグメント間取引消去額257千円、各セグメント

に配分していない全社費用△242,933千円を含んでおります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費であります。　

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。           　
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成24年３月１日
至　平成24年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成25年３月１日
至　平成25年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 1,718円35銭 3,066円77銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 44,919 81,603

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 44,919 81,603

普通株式の期中平均株式数（株） 26,141 26,609

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － －

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

＜提出会社＞

平成25年４月17日取締役会決議

第７回新株予約権1,827個　

（注）前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成25年７月12日

株式会社ワイズテーブルコーポレーション

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 神　尾　忠　彦　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡　辺　力　夫　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワイズ

テーブルコーポレーションの平成25年３月１日から平成26年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成25年３月１日から平成25年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年３月１日から平成25年５月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ワイズテーブルコーポレーション及び連結子会社の平成25年５

月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 ２. 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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